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研究成果の概要（和文）：フランスにおいて、「民事時効改正に関する 2008 年６月 17 日の法律」

が、公布・施行され、新たな消滅時効法制度が成立した。この新たな消滅時効制度の意義につ

いて検討した。特に、この法律における時効の停止の意義、並びにこの法律の定める時効の停

止と特別法上の中断・停止規定との関係について検討した。その結果、この法律は、権利者が

不知の場合や不可抗力のために権利行使できない場合に時効が進行しないことが認める反面、

上限期間を定めていることが明らかになった。また、この法律の停止規定は特別法上の中断規

定と調整する必要があることがあることが分かった。 
 
研究成果の概要（英文）：In France, " the Act of 17 june 2008 concerning the amendment to 
extinctive prescription " was promulgated and enforced, new legislation about extinctive 
prescription was enacted. I examined the significance of this legislation. Specially, I 
examined the suspension of extinctive prescription and the relation between this 
legislation and a special law. This legislation prescribes the suspension in case of ignorance 
and impediment beyond creditor’s control, on the other hand, it prescribes the long-stop 
period. The suspension of this legislation might conflict with the interruption of special law. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、ヨーロッパでは、消滅時効法の改正

が進められてきた。ドイツでは、2002 年に

時効法が改正された。また、ヨーロッパ契約

法原則（2002 年公表）やユニドロワ国際商

事契約原則（2004 年改定）等も新たな時効

制度を提案している。フランスでも、2008

年６月に「民事時効改正に関する 2008 年６

月 17 日の法律」（以下、この法律を「2008
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年法」、この法律によって新たに定められた

消滅時効法を「新時効法」という）が、公布・

施行された。この法律は、ヨーロッパにおけ

る最新の消滅時効法であり、様々なヨーロッ

パの時効法改正について検討した上で定め

られたものである。 

近時わが国でも、民法（債権法）改正検討

委員会において、債権法改正が進められてお

り、その改正対象に時効法も含まれている。 

このような世界的潮流やわが国の債権法

改正の動向からすれば、フランスの新時効法

の研究が不可欠である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、2008 年法で定められた

新時効法の意義を明らかにすることである。

具体的には、2008 年法で定められた新時効

法中の各制度がいかなる意義を有し、それら

がどのような関係にあるのか（１）、そして、

特別法上の時効法といかなる関係にあるの

か（２）を明らかにすることである。 

（１）新時効法における様々な制度 

新時効法では時効完成に要する期間（以下、

この期間のことを「時効期間」という）が、

1804 年の民法典に定められていた時効法（以

下では、これを「旧時効法」という）の 30

年から 5 年へと短縮された。それと共に、事

実上の障害のために権利行使できない者に

対して時効が進行しないとすることで、起算

点の柔軟化が図られている（2224 条、2234

条）。また、当事者の合意によって中断事由

の追加が認められた（2254 条 2 項）。消滅時

効完成後の弁済について、旧時効法は何らの

定めもおいていなかったが、新時効法は消滅

時効完成後の弁済も有効な弁済であるとす

る（2249 条）。これらの制度は、いずれも旧

時効法に規定されていなかったものである。

2008 年法の制定以前の学説・判例と対比す

ることで、これらの制度の意義について検討

する。 

また、新時効法では上限期間が定められて

おり（2231 条）、時効の停止や中断による時

効期間の伸張を一定期間に制限している。前

述の起算点・停止・中断制度の改正と上限期

間制度がいかなる関係にあるのについても

検討する。 

（２）新時効法と特別法の関係 

新時効法は、保険法、消費者法、環境法、

公衆衛生法上の時効制度とも関連するもの

である。これら特別法上の時効制度のうち、

保険法は、独自の時効期間だけでなく、独自

の中断制度を備える。新時効法上の諸制度が、

特別法上の時効制度といかなる関係にある

のかを検討する。 
 
３．研究の方法 
本研究では、フランス時効法に関する資料

を調査・収集し、その分析を行った。調査・

収集した文献は 2008 年法に関する立法関連

資料だけではない。2008 年法の立法担当者

の真の意図や 2008 年法のフランスにおける

革新性を明らかにするために、新時効法成立

前の学説・判例についても調査・収集し、検

討を行った。 
 

４．研究成果 

 本研究では、特に、新時効法における時効

期間の短期化と起算点（１）、合意による中

断事由の追加（２）、消滅時効完成後の弁済

（３）、特別法と新時効法の関係（４）につ

いて調査・検討を行った。 

（１）時効期間短期化と起算点 

①判例における消滅時効の起算点の柔軟化 

 旧時効法における「時効の停止」には、（ア）

時効の進行を開始させないものと（イ）いつ

たん進行開始された時効の進行が休止させ

るものがあるとされていた。このうち、（ア）

は、わが国において起算点の問題とされてい



 

 

るものである。新時効法は、（ア）を時効の

停止ではなく、起算点に関するものとする。 

 フランスの判例は、（旧時効法における債

権一般の時効期間である）30 年よりも短期の

消滅時効において、事実上の障害のために権

利行使できない者に対して、法諺「訴えるこ

とのできない者に対して時効は進行しない

（Contra non valentem agere non currit 

praescriptio）」に基づき、時効の停止を認め

ていた。しかし、19 世紀の多数説は、事実上

の障害に対して法諺「訴えることのできない

者に対して時効は進行しない」を適用するこ

とに否定的であった。それは、（ア）権利者

の権利行使に関する事実上の障害の発生可

能性を考慮した上で、長期の時効期間が定め

られていること、（イ）法諺「訴えることの

できない者に対して時効は進行しない」が衡

平に基づくものであって、裁判官によってこ

の法諺が恣意的に用いられる危険性がある

ことを理由とした。 

20 世紀になって、カルボニエは、法諺「訴

えることのできない者に対して時効は進行

しない」の重要性を強調した。すなわち、現

実社会において、消滅時効から恩恵を受ける

者は、銀行や保険会社等の会社組織であって、

法諺「訴えることのできない者に対して時効

は進行しない」によって時効の停止を認める

ことは、会社に比して経済的弱者である個人

の権利を保護する、と。もっとも、カルボニ

エは、時効制度自体を放棄しない限り、この

法諺による個人的利益の救済には限界があ

るとして、この法諺の適用が予備的かつ限定

的でなければならないとしていた。 

②債権一般の消滅時効の時効期間の短縮と

起算点の柔軟化 

 カルボニエが正当にも指摘するとおり、法

諺「訴えることのできない者に対して時効は

進行しない」は、時効による権利消滅から個

人的利益を保護するものである。しかし同時

に、この法諺が恣意的に用いられると時効完

成が極めて困難なものとなり、時効制度自体

を形骸化させる恐れがあった。 

 2008 年法は、普通時効期間を 30 年から５

年に短縮すると同時に、消滅時効の起算点を

「権利の行使を可能とする事実を知り、また

は知るべきであった時」とした（2224 条）。

これに加えて、「法律、合意、または不可抗

力に起因する障害によって訴えることが不

可能な者に対しては、時効は進行を開始せず、

または停止する」と定めた（2234 条）。立法

担当者の説明によれば、本条は、法諺「訴え

ることのできない者に対して時効は進行し

ない」を立法として採用するものであり、新

たな時効法に衡平を導入し、柔軟性を持たせ

るものであるとされる。 

 2224 条・2234 条は、事実上の障害のため

に権利行使できない権利者を保護するもの

であるが、同時に、消滅時効の完成を形骸化

させる恐れがあった。そこで、新時効法は、

消滅時効の上限期間を定めている。すなわち、

「時効の起算点の延期、停止または中断は、

その効果として、権利の発生の時から 20 年

を超えて消滅時効期間を伸張し得ない」

（2232 条１項）とするのである。立法担当

者は、時効が社会平和（paix sociale）にとっ

て不可欠な制度であるから、法諺「訴えるこ

とのできない者に対して時効は進行しない」

の導入によって不明瞭になった消滅時効の

起算点に影響を受けない期間、すなわち上限

期間を定める必要性があるという。 

（２）合意による中断事由の追加 

①学説・判例における合意による中断事由の

追加 

 1930 年 7 月 13 日の法律で保険法が制定さ

れるまで、保険契約の約款上、１年未満の短

期の消滅時効が定められることが少なくな



 

 

かった。この約定上の短期消滅時効にかかる

各種訴権につき、民法典上中断事由とされて

いない権利者の行為（例えば、裁判外の催告）

に中断効を与えるべきか否かが、破毀院で争

われた。破毀院は、これを保険契約上の条項

の解釈に基づいて解決することとした。例え

ば、保険約款の条項の解釈において、単なる

催告で時効が中断する旨の合意があったと

推認される場合には、債権者の単なる催告だ

けで時効中断を認めた。 

このような判例の展開を受けて、ボードリ

ー・ラカンティヌリー＝ティシェは、時効期

間が合意によって短縮された場合であれば、

その時効が民法上の時効から「約定上の時

効」へと転換しており、それゆえに中断事由

を追加する合意も可能であるとした。 

1930 年 7 月 13 日の法律によって保険法が

定められ、時効期間が 2 年とされ（同法 25

条）、その期間を短縮する合意が禁止され（同

法 26条）、鑑定人の選任による時効の中断や、

保険者から保険契約者に向けて送達された

書留郵便による保険料支払請求訴権の時効

の中断（同法 27 条）が定められた（その後、

1972 年 7 月 11 日の法律によって、保険料支

払請求訴権に限らず、保険契約上の訴権一般

につき、保険者だけでなく、保険契約者から

の書留郵便でも中断が認められるようにな

った）。 

この立法によって、合意による時効中断事

由の追加に関する議論はいったん解決を見

たかのように思われた。しかし、プラニオル

＝リペールは、法定中断事由の公序性を否定

し、時効期間が短縮された場合だけでなく、

当事者が合意によって自由に中断事由を追

加することができると主張した。破毀院もま

た、当事者が合意によって中断事由を追加す

ることができるとした（Cass. civ. 1re 25 juin 

2002, Bull. Civ. I, no 174, D. 2002.155 note 

Philippe STOFFEL-MUNCK）。 

このような学説・判例に対して、ストフェ

ル＝マンクは、合意による時効中断を簡単に

認めると、永久に時効が完成しないこととな

り、時効の機能それ自体を脅かすのではない

かと、疑問を呈していた。 

②新時効法における合意による中断事由の

追加 

 フランスの旧時効法における中断制度は、

わが国の中断制度と同様の制度であった。わ

が国の債権法改正作業において、時効の中断

制度を別の制度へと変革することが提唱さ

れている。しかし、フランスでは、法律家の

習慣を急変させない等の理由から、新時効法

は、旧時効法と同様の中断制度を備える

（2241 条）。そして、新時効法は、破毀院判

例を踏まえて、当事者の合意による中断事由

の追加を認める（2254 条２項）。もっとも、

保険法・消費者法の適用される場面では時効

についての契約自由は否定されている（消費

者法典 L.137-1 条、保険法典 L.114-3 条）。立

法担当者は、その立法理由を、契約当事者間

における明確な不均衡の存在に求める。 

 2008 年法は追加できる中断事由について

特に制限を定めておらず、そのままでは、ス

トフェル＝マンクの指摘した問題が生ずる

可能性があった。そこで、消滅時効の起算

点・停止と同様に、上限期間によってその上

限を画することで、時効制度が形骸化するの

を防止している。すなわち、合意によって定

められた中断事由に基づいて時効が中断し

たとしても、権利の発生時から 20 年を越え

ることはできない（2232 条１項）。 

（３）消滅時効完成後の弁済 

①判例における時効完成後の弁済 

1938 年、破毀院は、時効完成後に相続税

が弁済された後に、債務者が時効の完成を主

張して金銭の返還を請求した事案において、



 

 

時効完成後の弁済が有効な弁済であるとし

て、債務者の請求を棄却した（Cass. req. 17 

janvier 1938, D.1940.1.57.）。その後も、破

毀院は、時効完成後の弁済が有効な弁済であ

るとした。しかし、いくつかの学説は、これ

らの判例が時効完成後の自然債務の存続を

承認するものであって、時効完成後の弁済が

1235 条２項（「任意に弁済された自然債務に

関しては、返還請求は認められない」）の適

用の結果として、有効な弁済になると考えて

いた。もっとも、判例は、その法的構成を明

確にすることなく、時効完成後の弁済が、債

権者からの催告後になされた弁済であって

も、債権者からの圧力の下の弁済でなければ、

有効な弁済であるとしていた。時効完成後の

弁済の有効性を 1235 条２項に求めるのであ

れば、判例は、債権者からの催告後になされ

た弁済も債務者の「任意の弁済」であると解

していることとなり、「任意の弁済」要件を

緩やかに解釈するものといえよう。これに対

して、時効の援用がなされるまで、債務が有

効に存続すると解することで、時効完成後の

弁済の有効性を基礎づける学説も存在した

（ボードリー・ラカンティヌリー＝ティシェ

等）。 

2005 年に司法大臣に提出された『債権法

改正準備草案』の時効部分を担当したマロリ

ーは、債務者が時効完成を知らずにした時効

完成後の弁済を、自然債務についての「任意

の弁済」と解することに疑問を呈する。そこ

で、マロリーは、時効完成後の弁済を 1235

条２項の問題とするのではなく、同条３項に

「時効にかかった債務の弁済は返還請求で

きない」という規定を新設して対応すべきで

あると提案した。 

② 新時効法における時効完成後の弁済時

効の援用 

 新時効法でも、時効は援用されねばならな

いとする（2247 条）。もっとも、立法担当者

は、消滅時効によって何が消滅するのかとい

う議論を無駄なものであると考えており、時

効完成後の債務の存続の有無について特に

言及していない。 

 2008 年法は、マロリーの提案を否定して、

時効法の中に「債務を消滅させるためにした

弁済は、時効の期間が経過したことのみを理

由として返還を請求することができない」

（2249 条）とする規定を定めた。立法担当

者は、圧力の下でなされた弁済でない限り、

時効完成後の弁済を有効とするのが判例で

あり、これを追認したと説明する。 

（４）新時効法と特別法上の時効制度の関係 

前述のとおり、フランスでは 1930 年 7 月

13 日の法律によって保険法が定められた。そ

こでは、（ア）鑑定人の選任による時効の中

断と、（イ）保険者から保険契約者に向けて

送達された書留郵便による保険料支払請求

訴権の中断が定められた（同法 27 条）。（イ）

の中断事由につき、1972 年 7 月 11 日の保険

法規定を改正する法律は、保険者だけでなく、

保険契約者からの書留郵便でも、保険契約上

の訴権一般を中断できることを認めた。立法

担当者は、その趣旨を次のように説明する。

すなわち、保険契約者が保険会社の怠慢の犠

牲者となるのを避けるために、保険契約者の

手紙による中断を認めるのである、と。 

2008 年法における新時効法は限定的では

あるが、交渉による時効の停止を認めている。

すなわち、調停又は斡旋の第一回目の会合の

時点から時効の進行が停止し、調停又は斡旋

終結が宣言された日から進行が再開し、その

後６ヶ月内は時効が完成しないとされる

（2238 条）。 

2238 条の定める時効の停止は、保険法上

の中断事由、とりわけ「鑑定人の選任」によ

る中断と衝突する可能性がある。それは、「鑑



 

 

定人の選任」は、調停や斡旋のような交渉期

間中若しくは交渉に極めて隣接した時点に

おいて行われる場合が少なくないからであ

る。フランスの近時の学説は、鑑定人の選任

が交渉による停止の前か後かによって分け

て考えるべきであると主張する。すなわち、

交渉による停止前に鑑定人の選任がなされ

た場合、時効が中断するが、交渉による停止

後に鑑定人の選任がなされた場合、その停止

の効力が保持され中断効が排除されると解

するのである。 

（５）新時効法の意義とわが国への示唆 

2008 年法における新時効法の立法担当者

は、消滅時効が法的安全のために絶対必要な

ものであるとし、時効の存在理由が公益にあ

ることを示す。そのために、上限期間を定め、

時効の実効性と完成時期の予測可能性を確

保している。もっとも、起算点を柔軟化し、

合意による中断の追加を認めることで、個人

の権利保護を図っている。したがって、2008

年法における新時効法は、法的安全という公

益の要請と個人の権利保護の要請に配慮し

た立法であるといえるだろう。 

 わが国における消滅時効法改正において

も、公益的な趣旨を有する時効制度において、

個人の権利保護をいかに図っていくのかを

十分検討すべきであり、フランスの新時効法

はその際の参考となると思われる。 

（６）新時効法に関する今後の検討課題 

もっとも、今回の 2008 年法において、消

滅時効に関する問題の全てが解決したわけ

ではない。とりわけ、消滅時効によって消滅

するのが、権利なのか訴権なのかという論点

について、新時効法は曖昧さを残している。

それは、立法担当者が、消滅時効によって何

が消滅するのかという議論を無駄なもので

あると考えているからであった。もっとも、

2219 条は、消滅時効を「一定の期間にわた

る権利者の権利不行使によって、権利を消滅

させる事由」と定義する。ある研究者は、こ

の規定が、実体法上の権利を消滅させ、時効

完成後に何らの債務も存続させないのが消

滅時効制度であるという解釈に結びつきや

すいものであると指摘する。今後フランスで

は、時効制度を実体法上の権利得喪方法とし

た解釈が展開する可能性がある。このような

観点からも、今後の時効法に関するフランス

学説の展開に注目しなければならないだろ

う。 
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